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Ⅰ 「幅を持った社会システム」の概念



○従来の水資源政策における水利用の安定性については、水需給バランスを確保することを優先的に取り組んできた。

①-1 安全・安心水利用社会 ～水利用の安定性の確保①～

従来の水資源政策 今後の水資源政策

○従来の水資源政策における水利用の安定性に いては、水需給 ランスを確保する とを優先的に取り組んできた。

○東日本大震災等を教訓とする国民意識の変化や水インフラが社会における重要な基盤であることを踏まえ、危機時まで含めた水利用の
安定性の確保に向けて、重層的な展開を行っていく。

○今後の水資源政策は、危機時まで含めた水利用の安定性の確保に向けて取組を進める必要がある。

従来の水資源政策
（安全・安心水利用社会）

水需給を巡る状況

・フルプラン水系において、目標年次（平成２７年）に
おいても一部の施設が整備中。水需給バランスの
達成に至らない水系も存在。

・近年 全国的な渇水が頻発し 今夏には 渇水に

今後の水資源政策
（安全・安心水利用社会）

水需給バランスの確保

水需給バランスの確保に加え、危機時まで
含めた必要な水の確保に着目水需給バランスの確保が優先

・計画供給量は計画需要量を包含するよう
設定。
（確実に確保できなければ、重大な支障）

・近年、全国的な渇水が頻発し、今夏には、渇水に
より各地で取水制限が実施され、水の安定供給の
重要性が再認識。

水の安定供給可能量の低下

水需給バランスの確保

・計画供給量は計画需要量を包含するよう設定

・現状の水供給の安定性について、戦後最大級渇水
の年まで含め、適正に評価

・将来の水供給の安定性についても配慮

水安全度 標水準 少なくとも概ね 年

水需給バランスの確保 水
資
源
は
、
国

・利水安全度の目標水準は、少なくとも概
ね１０年に１度発生する少雨の年でも安定
的に利用できることを基本として検討。

・利水安全度の目標水準は、少なくとも概ね１０年に１
度発生する少雨の年でも安定的に利用できることを
基本として検討。

ゼロ水への対応

・国民生活や社会経済活動に深刻かつ重大な支障が

・近年の少雨化により、施設計画時に比べ、水の
安定供給可能量が低下。

国
民
生
活
・社
会・国民生活や社会経済活動に深刻かつ重大な支障が

生じる｢ゼロ水｣への対応

大規模災害、老朽化等、水インフラの
脆弱性への備え

危機時（地震 津波 渇水 事故 水質障害 テ 等）

重層的展開
会
経
済
活
動
の
基

・公共用水域の環境基準、流域における水
質の目標等の設定と対応。

目標水質の確保

・危機時（地震・津波、渇水、事故・水質障害、テロ等）
において、ハード対策・ソフト対策を組み合わせ、水
供給の全体システムの機能の確保

気候変動への適応策

・長期的、短期的視点から気候変動に対するシステム

・東日本大震災等を教訓として、安全・安心の要請

・大規模災害、事故、水質障害、テロ等に対する水
インフラの脆弱性への対応
気候変動 ク 懸念

基
本

・大規模な事故に対するリスク管理は不十
分。

老朽化に伴う事故への対応 社会情勢の変化

長期的、短期的視点から気候変動に対するシステム
の脆弱性を低減し、柔軟な対応力のあるシステムの
構築

・気候変動リスクの懸念

・降雨量変動量の増大、積雪量の減少、融雪の早
期化等、気候変動リスクへの対応

・安全でおいしい水の確保 安全でおいしい水

・潜在的なリスクに対する水質改善等の取組

・大規模な水質障害に対するリスク管理は
不十分。

水質障害への対応
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○これまでの水資源政策の取組により、発生頻度が高く社会的影響の大きい渇水などのリスクの影響は回避しつつある。（下図の右上
部

①-2 安全・安心水利用社会 ～水利用の安定性の確保②～

部分）

○発生頻度は低いが社会的影響の大きいリスクに対しては、今後しっかりと取り組んでいく必要がある。（下図の右下部分）

発生頻度高水利用の安定性に対するリスクへの対応

【頻度：高、影響：小】
頻繁に発生する小規模なリスク

【頻度：高、影響：大】
頻繁に発生する重大なリスク

○水需給バランス 確保

社会的
響

○水需給バランスの確保

○目標水質の確保

○老朽化に伴う事故への対応

○水質障害への対応

これまでの対策
により影響を回避

影響

小

○水質障害への対応

大小

○ゼロ水対応
○老朽化に伴う大規模な事故への対応

○大規模災害対策
（地震、津波、洪水等）

これまでの水資源施策の中
○老朽化に伴う大規模な事故への対応
○気候変動による深刻な事象への対応
○テロ対応
○大規模な水質障害への対応

心的な取組

今まで十分に取り組めて
いなかった範囲

低

【頻度：低、影響：大】
発生の可能性は少ないが重大なリスク

○大規模な水質障害 の対応

【頻度：低、影響：小】
発生の可能性は少なく小規模なリスク
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○水需要の長期的見通しは、人口、世帯人員の減少、経済の活動状況、節水機器の普及などの変動要因により予測のブレ(変動幅)が大きい。
○ 方 将来 水 安定供給 能量も 気候変動 影響等 よる降雨形態 変化など よ 変動が大き

①-3 安全・安心水利用社会 ～水利用の安定性の確保③～

水需給バランスの確保
水需要の見通し 予測のブレ（変

○一方、将来の水の安定供給可能量も、気候変動の影響等による降雨形態の変化などによって変動が大きい。

○このような水需要や安定供給可能量の見通しを踏まえ、将来の水需給のバランスを評価し、重層的に施策を展開していく必要がある。

従来

今後

【短期】概ね１０年先を目標年次として水需給バランスの計画。
ただし、５年毎に水需給バランスの評価

水需給バランスの確保に加え、危機時まで

重層的展開重層的展開

水需要の見通し 予測のブレ（変
動幅）が大きい

今後
含めた必要な水の確保

○水需給バランスの確保
○ゼロ水への対応策

・危機時（応急復旧・復旧）の各段階における最低限の量と質
の設定

・エンドユーザーの視点にも立った安定性の水準の向上

・人口、世帯人員の減少、経済の活
動状況、節水機器の普及など様々
な要因により変動する可能性

需
要
量

ブレが小さい

【長期】 国土のグランドデザインを念頭に２０５０年を目標として、
長期の対応の方向性を提示

○気候変動への適応策

○大規模災害、エネルギー供給、老朽化等、水インフラの
脆弱性への対応

○安全でおいしい水を確保するための質の目標と方策質

量

水の安定供給可能量

施設計画時 現在 50年後 100年後短期

現在の
需要量

将来の
需要量

長期の対応の方向性を提示

【短期】 概ね１０年先を目標年次として水利用の安定性にかかる
計画。ただし、将来予測には変動要因があることから、５年毎に水
利用の安定性の点検

水の安定供給可能量

安

変動が大きい

（※） 水需給バランスの評価
安
定
供
給
可
能

変動が小さい

・気候変動の影響等による降雨形態の
変化などの要因により正確には予想

（Ａ） （Ｂ）
評価

（Ａ） ＞ （Ｂ）

将来の水需要に対して、必要な供給可能
量が確保されていない。
・水供給施設の整備
・水利用者の節水、取水制限の強化
水融通ネ ト クシ ム 構築

地域ごとに個別に水需給バランスを評価する必要がある。

施設計画時 現在 将来

能
量

短期

現在の安定
供給可能量

将来の安定
供給可能量

変化などの要因により正確には予想
が困難

（※）10年に1度程度の渇水に対しても取水制限せずに、安定的に水を供給できる水量 3

将来の
需要量（Ａ）

将来の安定供給
可能量（Ｂ）

・水融通ネットワークシステムの構築

（Ａ） ＜ （Ｂ）

将来の水需要に対して、必要な供給可能
量が確保されている。
・10年に1回を超える渇水への対応が可能
・将来の気候変動等に対して、順応できる 3



○これまでも、冗長性や代替性、致命的な事象に至らないといった機能を強化する等の施策を実施している。

（参考） 重層的展開と幅を持った社会システムについて

○従来の施策の継続的な実施やさらなる強化、新規施策を組み合わせて一体的に進めることなど、重層的な展開が必要である。
○幅を持った社会システムは、幾重にも重なる施策を包括的に取りまとめて、安全・安心を与えてくれる持続可能な全体システムとして機

能させるものである。

現安シ

量的・質的両面からハード・ソフト対策を重層的に展開

幅を持った社会システム

現行社会システム

現
行
よ
り
さ
ら

安
全
・安
心
を

シ
ス
テ
ム
と
し

幅
をより幅を従来の施策

【質 量】

従来の施策

【質・量】
（ハード・ソフト対策）

ら
に
幅
を
持
た

を
与
え
て
く
れ

し
て
機
能

robustness
redundancy

を
持
っ
た
シ
ス
テ

持たせる
【質・量】

（ハード・ソフト対策） redundancy

・

従
来
の
施
策

新
規
施
策

新しい施策の実施、従来施策の強化

た
せ
る
こ
と
に

れ
る
・持
続
可

resiliency, tenacity
elasticity

テ
ムrobustness

ili t it

・
・

・
・

策
の
継
続
・強

の
重
層
的
展

新しい施策の実施、従来施策の強化

に
よ
っ
て
、

能
な
全
体

resiliency, tenacity

elasticity ・
・

強
化

と

展
開

新しい施策の実施、従来施策の強化

securing safety , 
sustainability

elasticity

・
・

新しい施策の実施、従来施策の強化
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①-4 安全・安心水利用社会 ～水利用の安定性の確保と幅を持った社会システム～

○“個々の施設の代替機能の確保”や“最悪の危機事象発生時の施設の最低限の機能の確保”等が求められる事例に対して 冗長性・

幅を持った社会システム対応の事例

○ 個々の施設の代替機能の確保 や 最悪の危機事象発生時の施設の最低限の機能の確保 等が求められる事例に対して、冗長性
代替性を持つことや致命的事象に至らないような取組を実施することにより、安心・安全を与えてくれる持続可能な全体システムとして
の機能を確保する必要がある。

冗長性・代替性を持った
(redundancy)

幅を持った社会システム

【個々の施設の代替機能の確保】

水源や送水ルートが機能しなくなった場合の、代替ルートを整備し、
代替機能を確保する。 予め、冗長性・代替性を備えることによって、危機時に、一部の機能が発揮

きなく も 代替 機能により 機能を確保する

対応の事例

致命的な事象に至らない
(robustness)

代替機能を確保す 。

【最悪の危機事象発生時の施設の最低限の機能確保・重要施設へ
の対応】

送水管について 可撓性の継ぎ手などの構造を使用することにより、
破壊が生じても、最低限の機能を確保し、病院・福祉施設等の重要 危機時に、機能不全に陥らないようにする。

できなくても、代替の機能により、機能を確保する。

( y y)
粘り強く復元可能な

(resiliency, tenacity)

破壊が生じても、最低限の機能を確保し、病院 福祉施設等の重要
施設への優先的な水供給によりそれぞれの施設が機能不全に陥ら
ないようにする。

【危機事象への施設の粘り強さ、復元性の確保】

深刻な渇水が発生した場合、取水制限等の需要側の対応や、ダ 危機時に、長く持ち堪えることができ、回復が可能な対応力を備える。

融通が利き順応性を持った(elasticity)
資源性(resourcefulness)、反応性(response)、迅速性(rapidity)を含む

【災害発生時の迅速な対応】
資材備蓄やBCP等の危機管理計画により、発生事象に対し、迅

速な対応が可能となる

深刻な渇水 発 場合、取水制限等 需要側 対 、ダ
ムの底水の活用などにより、渇水に長く持ち堪える必要がある。

事前に準備した資源を最大限に活用し、発生事象に対し、融通性や順応性
があり、迅速な反応が可能となる。

安全・安心を与えてくれる・持続可能な全体システムとして機能
（securing safety , sustainability）

【全体システムの構築】

送水施設が壊れて水供給が停止しても、水を緊急的に送水する
ために代替ルートを事前に整備する必要がある。さらに、代替ルー

速な対応が可能となる。

ために代替ル トを事前に整備する必要がある。さらに、代替ル
トまで壊れた場合には、BCP等の危機管理計画に基づいて資材備

蓄の活用や、応急復旧による迅速な水供給など、それぞれの施策
が連携し、カバーしあうシステムを構築し全体システムとして機能す
る。

個々の施策が機能しなくなった場合でも、全体として、持続可能で機能不全
に陥らないようにする。

柔軟、臨機かつ包括的に対応可能
全体システムとしての機能を備える
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○水利用の安定性の確保に関するこれまでの施策や今後の取組は、ハード対策・ソフト対策・全体システムのそれぞれに位置づけられ、

①-5 安全・安心水利用社会 ～ハード・ソフト・全体システムを組合せた幅を持った社会システムの概念図～

ダ ダ
・ポンプ車の導入（事前に計画）

リダンダンシー【幅を持った社会システムの概念図】

幅を持った社会システムを構成する要素となっている。（下図の概念図）

○これらの一つ一つの施策がつなぎ合わさり、連携し、包括的に実施されることで、全体システムとしての機能が確保される。

ソフト対策ハード対策

リダンダンシー

・送水管施設の二重化
・代替施設の整備

・連絡管の整備

ポン 車の導入（事前 計画）
・給水船の導入（事前に計画）
・海水淡水化装置の導入
（事前に計画）

ロバストネス

（モノ）

（モノ）

・施設の耐震対策

・施設の維持補修等

・施設整備計画の策定
ロバストネス

レジリエンシー・テナシティー

・渇水対応（取水制限等）
セキュアリング セーフティー

各 ド ト施策が連携 カバ あう
（モノ）

（ヒト、モノ、
カネ、情報）

（ヒト、情報）

老朽化対策

・相互応援の協定の締結

・ダム連携段階 ・ＢＣＰ

レジリエンシー・テナシティー

エラスティシティー

・応急、復旧計画の策定
・地域防災計画の策定

全体システム

・教育（インフラ、防災・減災）

・各ハード、ソフト施策が連携し、カバーしあう
システム構築

（モノ）

（ヒト、情報）

（ヒト、モノ、
カネ、情報）

・水利調整

ハード対策 ソフト対策 全体システム

・施設の耐震対策 ・地域防災計画 それぞれのハード対策 ソフト

対策

・資材備蓄 （モノ）
（情報）

事前予防

施設の耐震対策
・広域連絡管の整備
・施設の維持補修等老朽化対策
・上下流の施設の一体整備
・幹線水路の二重化 等

地域防災計画
・ＢＣＰの策定
・相互応援の協定の締結
・資機材の備蓄
・インフラ教育、防災・減災教育
・施設整備計画の策定

それぞれのハード対策、ソフト
対策がつなぎ合わさり、１つの全
体システムとして、機能を確保

（例）地域防災計画及びＢＣＰの策定、
相互応援の協定の締結、幹線水路
の二重化、緊急連絡管の接続、河川

代替施設 対応 ポ プ車 給水船 海水淡水化装置 導 管理者や関係利水者等との水利調
整を経た水融通など、事前予防、応
急対応、復旧対応の体制を整えると
ともに、ハード対策とソフト対策を組
み合わせることで、水供給システム
の機能の確保

応急対応 ・代替施設での対応
・緊急連絡管の接続 等

・ポンプ車、給水船、海水淡水化装置の導入
・水利調整

復旧対応
・被災施設の復旧
・代替施設での対応
・緊急連絡管の接続 等

・復旧計画の策定
・ポンプ車、給水船、海水淡水化装置の導入
・水利調整

（最低限の水供給を確保）

（本格的な水供給を迅速
に確保） 6



（参考） 水資源分野における幅を持った社会システム

○幅を持った社会システムの構築にあたっては 危機時の対応だけでなく 平常時の持続的な水利用や水環境・生態系への対応 世界

危機時の対応事例
(安全・安心水社会）

幅を持った社会システム 平常時の持続的な水利用
の対応事例（持続的水利用社会）

水環境・生態系への
対応事例

（健全な水・ｴﾈﾙｷﾞｰ物質循環に立脚した社会）

○幅を持った社会システムの構築にあたっては、危機時の対応だけでなく、平常時の持続的な水利用や水環境・生態系への対応、世界
の水問題解決に向けた対応などについても取り組んでいくことが必要である。

世界の水問題への
対応事例

（国際貢献と海外展開）

【個々の施設の代替機能の確保】

水源や送水ルートが機能しなくなっ
た場合の、代替ルートを整備し、代替
機能を確保する。

(安全 安心水社会）

冗長性・代替性を持った
(redundancy)

予め、冗長性・代替性を備えることによって、
危機時に、一部の機能が発揮できなくても、代
替の機能により 機能を確保する

【地下水の保全と利用、雨水・再生水
の利用】

地下水、雨水・下水再生水など、多
様な水源の活用について一層の推進
を図ることにより、代替機能を確保す
る

の対応事例（持続的水利用社会） （健全な水・ｴﾈﾙｷ ｰ物質循環に立脚した社会）

【生態系ネットワークの形成】

野生生物の生息・生育空間
の確保、良好な景観や人と自
然とのふれあいの場の提供
等の多面的な機能の発揮が

（国際貢献と海外展開）

【新たな国際開発目標
策定に向けたプレゼン
ス発揮】

我が国の国際社会で
のプレゼンスを活かし
て、水と衛生、防災、

【最悪の危機時の施設の最低限の機
能確保・重要施設への対応】

送水管について 可撓性の継ぎ手など
の構造を使用することにより、破壊が
生じても、最低限の機能を確保し、病
院・福祉施設等の重要施設への優先
的な水供給によりそれぞれの施設が

致命的な事象に至らない
(robustness)

替の機能により、機能を確保する。 る。

危機時に、機能不全に陥らないようにする。

【水供給施設の機能の確保】

持続的な水利用を確保するため、
日頃より点検、巡視、メンテナンス等
適切な維持管理を行い、施設が良好
に機能する状態を保つ。

【水環境の保全・再生】

河川の維持流量の確保や
環境用水の導入 目標水質

等の多面的な機能の発揮が
期待される生態系ネットワー
クを形成する。

IWRMの推進に関する
目標の設定に向けて議
論をリードし、柔軟かつ
臨機に対応することで、
国際社会における水の
安全保障を促進する。

【国際ネットワークを活的な水供給によりそれぞれの施設が
機能不全に陥らないようにする。

【危機事象への施設の粘り強さ、復元
性の確保】

深刻な渇水が発生した場合、取水
制限等の需要側の対応や、ダムの底
水の活用などにより 渇水に長く持ち

粘り強く復元可能な
(resiliency, tenacity)

融通が利き順応性を持 た( l ti it )

危機時に、長く持ち堪えることができ、回復が
可能な対応力を備える。

に機能する状態を保つ。

【節水型社会の構築と水利用の合理
化】

節水型社会の構築や水利用の合理
化など、社会の耐力をつくり、長く持
ち堪え回復可能な対応力を備える。

環境用水の導入、目標水質
の確保等により、人の健康の
保護、生活環境の保全、水生
生物等の保全の上で望ましい
水質が維持される。

加えて、水質、水生生物等、
水辺の保全等を勘案した適
切な水量等が維持される

【国際ネットワ クを活
用した組織的連携】

NARBO等の国際ネット
ワークを活用し、組織
的に連携し、柔軟かつ
臨機に対応することで、
国際社会における水の
安全保障を促進する。

【災害発生時の迅速な対応】
資材備蓄やBCP等の危機管理計画

により、危機時に対し、迅速な対応が
可能となる

水の活用などにより、渇水に長く持ち
堪える必要がある。

融通が利き順応性を持った(elasticity)
資源性(resourcefulness)、反応性

(response)、迅速性(rapidity)を含む

事前に準備した資源を最大限に活用し、危機
時に対し、融通性や順応性があり、迅速な反
応が可能となる。

【関係機関の連携、水資源の教育】

水資源の大切さの教育・普及や、関
係機関連携のもと主体的な住民活動
など、危機時に対し迅速な反応を可
能とする

切な水量等が維持される。

【地域の多様な主体の参加と
連携、科学的な知見の活用】

地域の多様な主体の参加・
連携や科学的な知見の活用
等により、環境保全を行う。

【水関連技術の海外展
開】

我が国の優れた技術
の海外展開は、水問題
の解決のみならず我が
国の経済活性化にひ
益する。

【全体システムの構築】

送水施設が壊れて水供給が停止し
ても、水を緊急的に送水するために
代替ルートを事前に整備する必要が
ある さらに 代替ル トまで壊れた

可能となる。

安全・安心を与えてくれる・持続可能な全体
システムとして機能

（securing safety , sustainability）

【持続的水利用社会の構築】

多様な水源の活用についての一層
の推進、水資源量の確保、社会の耐
力づくり 関係機関連携のもと主体的

能とする。

【水環境・生態系の保全・再生】

生態系ネットワークの形成や

益する。

【世界の水問題解決】

我が国の経験・技術を
活かし、世界の水問題
の解決に貢献することある。さらに、代替ルートまで壊れた

場合には、BCP等の危機管理計画に

基づいて資材備蓄の活用や、応急復
旧による迅速な水供給など、それぞ
れの施策が連携し、カバーしあうシス
テムを構築し全体システムとして機能
する。

一部の施策が機能しなくなった場合でも、全
体として、持続可能で機能不全に陥らないよう
にする。

柔軟かつ臨機に包括的に対応可能
全体システムとしての機能を備える

力づくり、関係機関連携のもと主体的
な住民活動などの施策が連携し、こ
れらの総合的な取組を通じ、社会全
体の水供給にかかる基礎体力を向上
させ、持続的な水利用ができる社会
を構築する。

水環境の保全・再生、多様な主
体の参加と連携、科学的な知
見の活用等の取組により、持
続的な社会を構築する。

の解決に貢献すること
は、持続可能な国際社
会を構築するとともに、
我が国の安全と繁栄の
確保とともに国民の利
益の増進に結びつく。



② 持続的水利用社会 ～水の有効利用～

○これまでの供給側の視点に加え、今後はエンドユーザーなどの需要側の視点、住まい方・まちづくりに着目して取り組む必要がある。

従来の水資源政策
（持続的水利用社会）

今後の水資源政策
（持続的水利用社会）

・供給側の視点に加え、エンドユーザーの視点
からの取組や住まい方 まちづくりに着目

○水資源としての役割だけではなく、国土管理資源、環境資源、エネルギー資源の役割に着目した取組も必要である。

持続的水利用社会

水の有効利用の推進

供給側の視点、水資源としての
役割が中心

【需要側 組】

からの取組や住まい方・まちづくりに着目

・水資源としての役割に加え、国土管理資源、
環境資源等の役割に着目平時から、危機事象（リスク）へ

の発生に備え、社会全体の水
利用にかかる基礎体力の向上

エンドユーザーの視点に立った節水型社
会の構築と水利用の合理化

・節水の啓発活動、節水機器の普及、用
途をまたがる水の転用の実施

・既存ストックを活用した水供給

【需要側の取組】（エンドユーザーの取組）

・エンドユーザーの視点からの取組により、流
域における目標の共有化

・住宅産業等と連携した住まい方やまちづくり
とあわせた節水型社会の構築
・用途間の水の転用の、より一層の推進

水
資

安全・安心水利用社会

・水資源として利用

・地盤沈下を防止するため、法律、条例

地下水の保全と利用

用途間の水の転用の、より 層の推進

・渇水調整について、利水者の節水努力の喚
起や既存施設の有効活用といった観点から
の取組
【供給側の取組】

・既存ストックを活用したより一層の効率的な
水供給

資
源
は
、
国
民
生

重層的展開
等を制定し、地下水の採取規制等を実
施

雨水・再生水の利用の促進 社会情勢の変化

水供給

地下水の水資源・国土管理資源・エネル
ギー資源の観点からの総合的管理

・水資源としての役割に加え、国土管理資源、
エネルギー資源の観点も加えた総合的な管
理について関係機関が連携

生
活
・社
会
経
済

・代替水源として利用

水源地域の振興

・東日本大震災等を教訓として、安全・安心の要
請

・大規模災害、事故、水質障害、テロ等に対する
水インフラの脆弱性への対応
社会からの生活 自然環境 の要請

理について関係機関が連携

再生水・雨水の総合的利用
・代替水源としての役割に加え、環境資源、
エネルギー資源として活用
・特に再生水は、水資源としての役割を推進

済
活
動
の
基
本

・ダムの建設により著しい影響を受ける水
源地域では、住民の生活対策や生活環
境、産業基盤の整備等を実施

・社会からの生活・自然環境への要請
（節水型社会、地下水、再生水・雨水の利用等）

水源地域への感謝に根差した振興対策

・水源地域の人々に対する共感と感謝を持っ
て、水源地域の住民と下流受益住民との相互
理解に役立つ上下流交流や、水源地域の視
点に立った地域振興を推進 8



③ 健全な水・エネルギー・物質循環に立脚した社会 ～水・エネルギー・物質の循環～

○水循環を考える際には、水と一緒に循環するエネルギーや物質についても着目して取り組む必要がある。

従来の水資源政策
（健全な水循環に立脚した社会）

今後の水資源政策
（健全な水・エネルギー・物質循環に立脚した社会）

健全な水循環系の構築に加
健全な水循環系の構築が中心

○水循環を考える際には、水と 緒に循環する ネルギ や物質についても着目して取り組む必要がある。

水循環での取組

流域を中心とした 連の水の流れの過

流域の貯留浸透・かん養能力の保
全・回復・増進

え、水と一緒に循環するエネ
ルギーや物質について着目

健全な水循環系の構築が中心
水循環

・森林の適正管理による水源かん養機
能の維持・向上

・流域を中心とした一連の水の流れの過
程において、人間社会の営みと環境保
全に果たす水の機能が適切なバランス
の下に、ともに確保されるよう、健全な
水循環系の対応力を大きくしていく

全 回復 増進

水
資
源

物質循環
エネルギー

循環
・雨水貯留浸透施設（調整池等）の整備 等

水・エネルギー・物質循環

重層的展開

源
は
、
国
民
生
活

・汚水処理施設の整備促進、高度処理の
推進

水質の保全・向上 ・流域単位で関係者が目標を設定・共有
する水循環計画の作成を各地域で推進、
持続的な取組の一層の充実

・森林 農地 水域における保全・浄化機

・量とともに質も重視した取組の推進

エネルギー循環での取組

・低炭素社会の構築に向け、水力・小水
力発電の特徴、ポテンシャルの活用

重層的展開
活
・
社
会
経
済
活

維持流量 確保 境 水

水環境・生態系の再生・保全

・森林、農地、水域における保全・浄化機
能の維持・向上 等

・浄水場等の施設再編において、自然流

社会情勢の変化

物質循環 取組

・東日本大震災等を教訓として、安全・安心へ
の要請

・大規模災害 事故 水質障害 テロ等に対

動
の
基
本

・河川の維持流量の確保、環境用水の
導入 等

地域づくり 住民参加 連携の推進

・水辺の保全・整備 等 ・節水や水の合理的な利用等の推進に
より省エネルギー化

下を活用し、全体として省エネルギー化

物質循環での取組

・循環型社会に向けて、この物質循環を
有効利用し、下水や下水汚泥からのリ
ン回収・活用等を推進

・大規模災害、事故、水質障害、テロ等に対
する水インフラの脆弱性への対応
・低炭素社会の実現 ・循環型社会の構築
・社会からの生活・自然環境への要請
（質への要請）

・流域内の各種主体間や上下流の連携・
協力、住民主体の取組の推進 等

地域づくり、住民参加、連携の推進

9



④ 世界の水問題の解決に向けた国際貢献と水関連技術の海外展開

世界の水問題解決に向け、積極的な国際貢献と水関連技術の海外展開を推進することで、持続可能な社会の構築と我が国の安全保障
につなげる

従来の水資源政策
（プレゼンス強化と経験・先進技術のPR）

今後の水資源政策
（プレゼンスを活かしたリードと競争力強化）

ミレニアム開発目標（MDGs）の 新たな開発目標（ポストMDGs）の

につなげる。

持続可能な社会の構築

国際社会におけるさらなる
プレゼンスの発揮

開発目標（ ）
達成に向けた国際貢献

新 な開発目標（ ）
策定に向けた国際貢献

国際社会におけるプレゼンスの強化

・国連水と衛生に関する諮問委員会
（UNSGAB）のリード

・2015年より先の国際開発目標（ポストMDGs）
策定に向けた水と衛生 防災 IWRM推進に関

世界の水問題の解決

水
資
源

（UNSGAB）のリ ド

・世界水フォーラム、アジア太平洋水サミット
等国際会議の日本開催、参画

策定に向けた水と衛生、防災、IWRM推進に関
する議論のリード

・国際会議等を通じた我が国の教訓の共有（水
災害の経験、水の大切さ）

国際貢献 海外展開

統合水資源管理（IWRM）の概念の普及 IWRMの実践の推進

重層的展開

源
は
、
国
民
生
活

「チーム水・日本」で取組
・アジア河川流域機関ネットワーク（NARBO）
の設立、IWRMガイドライン策定への関与

水と衛生分野のトップドナ

ODAによる援助

実

・NARBO等国際ネットワークを活用した、組
織的連携による各国でのIWRMの実践

ODAによる継続的援助

社会情勢の変化

重層的展開
活
・
社
会
経
済
活

産学官の連携 方針の設定

・水と衛生分野のトップドナー

水関連技術の海外展開に向けた
環境の整備

水関連技術の海外展開に向けた
競争力の強化

他分野との連携 総合力の展開

・水と衛生分野、防災分野での援助の継続

社会情勢の変化

・依然として約8億人が安全な水の供給を受
けられない状況、約25億人が基礎的な衛生
施設にアクセスできない状況

・気候変動による渇水・洪水の頻発化

動
の
基
本

・インフラシステム輸出戦略の決定
・海外水インフラPPP協議会の設立

・新水道ビジョン、新下水道ビジョンにおいて、
海外展開推進を方針として提示

産学官の連携・方針の設定 他分野との連携・総合力の展開

・構想・計画から維持・管理までの総合的なノ
ウハウの展開
・他分野事業とのパッケージでの事業展開
・リスク軽減のための取組

・気候変動による渇水・洪水の頻発化
・2015年より先の国際開発目標（ポスト
MDGs）の策定に向けた議論の始動
・水ビジネス市場の成長見込み（2025年まで
に約87兆円規模）

・二国間対話、ワークショップ、セミナーの実施

相手国のニーズの把握と技術のPR 相手国との強固な信頼関係の構築

・人材の育成、技術の普及・継承を図るため、
技術研修等の充実 10



⑤ 幅を持った社会システム

○水は、森羅万象の源である。その水の恵みを未来にわたって享受することができる社会を実現するため、「安全・安心水利用社会」、「持
続的水利用社会 とこれらを含めた｢健全な水 エネルギ 物質循環に立脚した社会 の各社会の構築に向けた取組を 有機的 体的続的水利用社会」とこれらを含めた｢健全な水・エネルギー・物質循環に立脚した社会」の各社会の構築に向けた取組を、有機的・一体的
に連携しながら進めていく必要がある。

○それぞれの社会を支えるため、リスクや不確実性などに対して柔軟、臨機かつ包括的に対応して、全体システムとしての機能を備えるとと
もに、その基盤として、教育・普及啓発の取組により、水の｢恵み｣に感謝し、｢災い｣に柔軟に対応できる社会風土・文化の醸成を図ること
が重要である。

水は、森羅万象の源である。その水の恵みを未来にわたって享受することができる社会

○水の恵みを未来にわたって享受するためには、世界の水問題解決に向けた取組も重要である。
○これらの取組を通じて、｢幅を持った社会システム｣の構築を目指していく。

・流域における健全な水循環系の構築（水環境・生態系の保全・再生を含む）

・低炭素社会の構築（エネルギー循環での取組）

健全な水・エネルギー・物質循環に立脚した社会

水 、森羅 象 源 ある。そ 水 恵みを未来 わ 享受する きる社会

我が国がこれまで培ってき

世界の水問題解決や水関連
技術に関する国際社会にお

けるプレゼンスの確立

・循環型社会の構築（物質循環での取組）

・節水型社会の構築と水利用の合理化
・地下水の保全と利用

・大規模災害等への対応
・施設の更なる長寿命化に向けた取組
・ゼロ水への対応

持続的水利用社会安全・安心水利用社会

・我が国がこれまで培ってき
た国際社会でのプレゼンス
を重層的に強化し、世界的
な水問題の解決に向けた取
組に貢献。

・「チーム水・日本」として産・
・再生水・雨水水の利用
・水源地域の振興対策

・ゼロ水への対応
・気候変動リスクへの対応
・安全でおいしい水の確保

・「チーム水・日本」として産・
学・官・ＮＰＯ等が一体となり、
国際市場の獲得に向け、重
層的な海外展開を推進。

幅を持った社会システム（全体システム）

基盤として、教育・普及啓発により、水の｢恵み｣に感謝し、｢災い｣に柔軟に対応できる社会風土・文化の醸成

○水との関わりにおいて、柔軟、臨機かつ包括的に対応可能
○水についてのリスクや不確実性などに対し、一つの全体システムとして機能
○対応力のある、安全・安心・安定した社会

11



Ⅱ 幅を持った社会システムの事例



①-1 幅を持ったシステムについて

○個々の要素が効率的に機能する「個別最適」の視点は重要であるが、複数の要素が重なりあう社会システムでは、個々の効率化が行
きすぎる と か 機能低 を起 す 能性もあ 個 素を なぎ合わ た「系 を踏ま た「全体最適きすぎることによってかえって機能低下を起こす可能性もあり、個々の要素をつなぎ合わせた「系」（システム）を踏まえた「全体最適」
の評価も必要である。

○インフラ、設備などの整備・管理では、災害等の危機時においても安全・安心であるため、ハード・ソフト施策を連携させてカバーしあう、
個別最適と全体最適が両立する「幅を持った社会システム」の構築を目指していく。

個別最適（部分最適）

◆システムや組織（特に企業）の一部のみが最適化された状態であることを意味する語。局所最適 とも言う。

◆一部（例えば、企業では部署レベル）では最適化されていても、全体としては最適化されていない 場合や、かえって負の影響が大きくなる
場合もあるとして 一般的には個別最適ではなく全体最適 を目指すべきだと考えられることが多い

個別最適・全体最適とは

max)()( 2211 →+++== ∑
n

nnii xcxcxcxcxf

場合もあるとして、一般的には個別最適ではなく全体最適 を目指すべきだと考えられることが多い。

目的関数 : ・・・

★個別最適を求めつつ、機能不全に陥らないための全体最適の例

［ 制約条件（例） 条件１：災害時の最低限の機能確保 ，条件２：費用対効果≧１ ，条件３ ・・・・・ ，条件４ ・・・・・ ］

)()(
1

2211∑
=i

nniif目的関数 :

robustness
施設自体を耐震化。耐震性

redundancy
送水管が被災した場合、代
替水源 代替ル トを活用し

elasticity
流域・水系全体が被災した場

合は 他地域からの応援が不可

resiliency, tenacity
渇水が発生した場合、取水制限
やダム 底水 活用などによりを向上させることで最低限の

機能の確保。

土地改良区発電事業者

替水源、代替ルートを活用し、
送水機能を確保。

合は、他地域からの応援が不可
欠となるが、事前に相互応援協
定を締結しておくことで、危機事
象に対し、迅速に対
応が可能となる。

多目的施設が

やダムの底水の活用などにより、
長く持ちこたえる。

パイプライン側上
部に特殊なネットを
敷き、施設を強化

トンネルの補強

出典：農林水産
省、水資源機構

水道事業者

発電事業者

工業用水道

事業者

取水堰

管理者

流域・水系全体が被災

多目的施設が
被災した場合、
用途間を超え
、緊急の水利
調整、水融通
を実施。水道施設、工業用水施設が被災

吉野川における特別措置（イメージ）

全体最適
◇システムや組織（特に企業）の全体が最適化された状態であることを意味する語。
◇一部のみが最適化されていることを指す「個別最適」と対比される語であり、システムや組織の 理想像として挙げられることが多い。

（実用日本語表現辞典より） 12



①-2 「幅を持った」の概念について ～全体最適・個別最適の事例～

○「全体最適」には、利益や効果を最大にする視点や、機能不全に陥らないようにする視点などがある。

○個別最適の組み合わせが全体最適とはならない例として 個々に合理的な行動とることが 思わぬ悪い結果や不都合が生じる「合成○個別最適の組み合わせが全体最適とはならない例として、個々に合理的な行動とることが、思わぬ悪い結果や不都合が生じる「合成
の誤謬（ごびゅう）」がある。

○システム全体としては、機能不全に陥らない柔軟・臨機応変・包括的に対応するため、個々の施設や取り組み同士が十分に連携しあう
ことによって、「幅」を持たすことが重要である。

○個別最適と全体最適、全体最適の視点間の両立にあたっては、調整するための幅が必要である。
※経営学には、「幅」と類似の｢スラック｣という用語があるが、ここでの「幅」は、計画的･組織的に予め講じるものと考えている。

黙秘 自白

Bにとっての
個別最適

「囚人のジレンマ」（右図）
共同で犯罪を犯したと思われる囚人A Bに対して別々に取り調

【合成の誤謬】

Ａ
Ｂ

黙秘 （2年 ／ 2年） （１0年 ／ 0年）

自白 （0年 ／ １0年） （7年 ／ 7年）（ルール）
・2人とも黙秘したら、2人とも懲役2年
・1人だけが自白したらその場で釈放 自白しなかった方は懲役10年

Aにとって
の個別最適

全体最適共同で犯罪を犯したと思われる囚人A・Bに対して別々に取り調
べ、二人には次のルールを伝える。

◆二つの独立したビル（社会資本）が、一本の通路【機能不全に陥らないシステムのイメージ】

・1人だけが自白したらその場で釈放。自白しなかった方は懲役10年
・2人とも自白したら、2人とも懲役7年

「個別最適」の組合わせが「全体最適」とはならない

50cm ５m

◆ の独立した ル（社会資本）が、 本の通路
（ハード整備）によって結合され、一体の構造物（
一つのシステム）として機能。

◆しかしながら、50ｃｍの板を誰が安全に安心して
渡ることができるか。実質的にシステムとして機
能を な

50m

能をしていない。
◆５ｍの幅の板を渡すことにより、誰もが安全に安

心して渡ることができるシステムとして成立する。
◆さらに、もう一本追加すると、その冗長性は向上

する
50m

する。

「幅を持った」システムが必要
13



②-1 幅を持った社会システム ～冗長性・代替性を持った （redundancy）～

○予め 冗長性・代替性を備えることによって 危機時に 一部機能が発揮できなくても 代替の機能に○予め、冗長性・代替性を備えることによって、危機時に、 部機能が発揮できなくても、代替の機能に
より、機能を確保する。

○送水管の二連構造による被災後の機能確保（霞ヶ浦用水地区）

（ハード対策） （ソフト対策）

・霞ヶ浦用水地区において幹線水路が被災し７日間にわたり送水が停止。
・被災した幹線水路は二連構造であり、双方の管が被災したが、健全な
既設機器類を損傷が少なかった片側の管路に集約し、復旧を急ぐこと
で、応急復旧する期間は短縮。

○海水淡水化施設 （宮城県女川町）

以下のような取組について、事前に相互応援協定の締結や、
計画に盛り込むなどの対策を実施。

約30万人の生活
に影響するため、
7日間で通水再開

水道等のライフラインが破壊された宮城県女川町江島に
おいて、海水淡水化装置と技術職員を派遣。本復旧まで
長期に渡り、島民の生活用水を確保。海水淡水化装置は
１年６ヶ月稼働。

○連絡管の設置

7日間で通水再開

支援の状況

○連絡管の設置

東京都の浄水場が機能停止した場合に
は、川崎市より東京都の配水区域に水
を供給するための連絡管を整備。

緊急時に北九州市と福岡都市圏の間
で水道用水を相互融通することを目的
として、緊急連絡管を整備

＜新日本製鉄堺工場からの工業用水の応援送水実積＞

○水の海上輸送 （阪神大震災の事例）

海水淡水化装置設置状況 町職員への技術指導状況

↑北部福岡緊急連絡管事業↑東京・川崎 登戸連絡管

＜新日本製鉄堺工場からの工業用水の応援送水実積＞
期 間 Ｈ7年2月2日～4月8日（ほぼ毎日）
送水量 海上輸送71,822m3、（陸上輸送 200m3）
対象企業 12社

14



②-2 幅を持った社会システム ～致命的事象に至らない （robustness）～

○危機事象が発生した場合でも 機能不全に陥らないようにする○危機事象が発生した場合でも、機能不全に陥らないようにする。

（ハード・ソフト対策）

ストック量 取り組み

農業
水利

施設

•農業用用排水路の総延
長：約４０万km以上

•基幹的な農業用用排水路
の総延長：約５万km
•ダム、頭首工、用排水機場
等：約７千箇所

•ストックマネジメントに関する基本的な考え方
をまとめたほか、これらを実施するための事
業制度を導入

•基幹的水利施設の機能診断済みの割合を
約４割（H22）→約７割（H28）とすることとして

取り組み

パイプライン側上部に特殊な
ネットを敷き、施設を強化

橋脚に鉄筋を追加

出典：農林水産省資料

施設 等 約 千箇所

•頭首工の耐震に係る基準は整備済み

•管水路の耐震に係る基準は整備中

（上水道施設）

•導水管及び送水管延長：
約４万５千km

（上水道施設）

•地震対策等の推進（基幹施設の耐震化、水
道事業体間の緊急用連絡管 基幹病院等へ上工

水道

施設

約４万５千km
•配水管延長：約５６万km
•浄水施設数：約１万６千箇
所

道事業体間の緊急用連絡管、基幹病院等へ
の配水管整備等）

•水道施設の備えるべき耐震性能要件を、明
確化

（工業用水道施設）

•改築事業制度の中で耐震整備を実施

高強度炭素繊維グリッド、ポリマーセメ
ントモルタルによりトンネル補強 サイホン内に鋼管を挿入し補強

国土
交通
省所
管ダム

•国土交通省所管ダム施設
数：約５５０箇所

•ダム用ゲート設備等点検・整備・更新検討マ
ニュアル（案）を策定し、運用中。

•一部ダムでは堆砂対策について排砂等を実
施。

ントモルタルによりトンネル補強

出典：水資源機構資料

サイホン内に鋼管を挿入し補強 管ダム
施設

•下水道管延長：約４５万km
•下水処理場数：約２ ２００

•ストックマネジメントに関する手引きを取りま
とめたほか、これらを実施するための事業制

出典：日本ダクタイル鉄管協会HP

柔軟に曲がる管を使用することにより、
耐震化を図る

下水
道施
設

•下水処理場数：約２，２００
箇所

とめたほか、 れらを実施するための事業制
度を導入。

•耐震に係る基準については整備済み

•地震対策等の推進（基幹施設の耐震化、防
災拠点や避難地と下水処理場を接続する管
きょ整備等） 15



②-3 幅を持った社会システム ～粘り強く復元可能な （resiliency・tenacity）～

○危機事象が発生した場合に、長く持ち堪えることができ、回復が可能な対応力を備える。

○鬼怒川上流ダム群連携施設

（ハード対策） （ソフト対策）
○渇水対応 （平成25年 取水制限の状況）

○鬼怒川上流ダム群連携施設

五十里ダムと川治ダムを導水路で結び、渇水等に備え、より有効
な水運用を図っている。

上水 工水 農水

利根川水系 １０％ １０％ １０％

豊川水系 ２８％ ４０％ ４０％

吉野川水系 ５０％ ５０％ ５０％

＜節水対策＞＜節水対策＞
○国土交通省の庁舎等における節水ＰＲ
（電光掲示板、垂幕、横断幕、ポスター、チラシ、ステッカー等）

○道路情報板による節水ＰＲ
○国土交通省の工事現場における節水
○ホームページ等での渇水情報発信
○関連団体への文書による節水協力要請、節水徹底の要請

○農業用水における番水、循環かんがい等の実施
○農業用水の管理や営農に対する技術指導

反復利用等

↑五十里ダムと川治ダムのネットワーク図

渇水対応 ダ 底水 活

○農業用水の管理や営農に対する技術指導
＜代替水源の活用＞
○一般国道の路面清掃等において、下水再生水及び地下水を活用
○地方公共団体への文書による下水再生水活用の協力要請

＜円滑な渇水調整に向けた取り組み＞
○渇水対策連絡協議会等での取水制限の協議
○発電用水の緊急放流の要請

○渇水対応 （ダムの底水の活用）

平成17年渇水においては、早明浦ダム及び長安口ダムの枯渇

による社会経済活動への影響を極力軽減するための緊急措置
について、関係者は協議、調整の上、ダムの底水からの緊急放
流といった対策を実施。流といった対策を実施。

↑吉野川における特別措置（イメージ）出典：国土交通省関東地方整備局鬼怒川ダム統合管理事務所HPをもとに、水資源部で編集 16



②-4 幅を持った社会システム ～融通が利き順応性を持った （elasticity）～

○事前に準備した資源を最大限に活用し、危機事象に対し、融通性や順応性があり、迅速な反応が可
能となる能となる。

（ソフト対策）

・平成19年5月に福岡導水施設において地盤沈下等により管材の破断
が発生。通常であれば復旧に約4ヶ月かかるところを、施設管理者が管

○資材備蓄（福岡導水施設の事例）

○ダム操作の工夫による増電

○東北地方太平洋沖地震により発電施設等が被災し 電力供給

○ＢＣＰ ・相互応援協定（徳島県の事例）

材を備蓄していたことにより通水再開までの期間を7日間に短縮。
・仮に事前のリスク管理がなければ、被害額は約40億円と想定される。

徳島県企業局地震対策事業継続計画≪工業用水道事業編≫

○東北地方太平洋沖地震により発電施設等が被災し、電力供給
が逼迫しているなか、水力発電所の発電能力を最大限活用でき
るよう、ダムを弾力的に運用。

○東北地方整備局の直轄管理ダムを弾力的に運用し、水力発電
の取水量を１６ダム合計で約１．７倍に増量。

阿南工業用水吉野川北岸工業用水

巨大地
震発生 ・優先順位を定め，配水管路，浄水場，取水設備，導水管を順次

復旧
・必要に応じ，相互応援協定締結者に不足資材と人員の支援

管路等の復旧 （発災後～１４日目）

緊急対応
３日目～

大型ポンプ車
による取水

（７日目～１４日目）

大型ポンプ車即時対応
発災後～

農業用水の
取水

（３日目～
１４日目）

・旧吉野川の浄水場

地下水の取水（３日目～１４日目）

・国営農地
防災事業に
よる農業用
水からの取
水（ 箇所）

既設地下水取水設備を代替活用
○地下水送水設備の被災状況を調

査し被災後３日から給水可能な体
制を確立

管路復旧班の機能強化
・路線工区毎に復旧担当業者を決定
・各工区の課題を抽出、復旧工法の事
前検討吉野 浄 場

付近まで塩水が流下
する７日目から

大型ポンプ車と
移動式送水設備
の連携により，河
川表層水を取水
し，浄水場へ送水
を開始

水（３箇所）

応急対応
７日目～

前検討
・定期的な応急復旧訓練と研修の実施

第一地下水送水設備

○水利使用の調整 （両総用水地区の事例）

・東日本大震災により、農業用水・都市用水共用施設が被災し、水路
の復旧までの間（3月11日～4月末）、最大導水（17.47m3/s）に対し
て12 0 3/ しか導水できない状態とな た 通常給水開始

１５日目～ １５日目 工業用水道施設復旧完了

・四国４県における工業用
水道被災時の相互応援

・応援態勢の整備
・応援の要請等
・物資等の携行
情報 換

・関係機関等との連携
・訓練
・技術研修の相互協力

【協定の内容】
○相互応援に関する協定

事前の対策

て12.0m3/sしか導水できない状態となった。
・関係者間で節水に伴う調整会議を２回開催。水利権比率をもって
水利使用の調整を実施。（都市用水：3.0m3/s、農業用水9.0m3/s）

水道被災時の相互応援
に関する協定

・鳥取県と徳島県との工業
用水道被災時の相互応
援に関する協定 ○資機材の備蓄

東日本大震災の被災率を踏まえ、 管路等を備蓄

・情報の交換
・経費の負担等

・公務災害補償に関する
請求手続き

・技術資料の相互保管
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②-5 幅を持った社会システム ～幅をもった水資源の利用と管理～

幅の意味今後の水資源政策の施策の体系総合水資源管理(中間とりまとめ)施策の体系 H20
（１）施設の整備及び運用並びに維持管理

①既存施設の改築・維持管理

②水資源施設の効率的運用

③新たな施設の整備

④地震等災害時 水質事故時等 お る危機管

（１）幅を持った社会システムの構築

①安全・安心の取り組み

・大規模災害等危機事象への対応

( )

④地震等災害時・水質事故時等における危機管理

⑤水資源の持つ自然エネルギーの有効活用

（２）水利用の円滑化・効率化

①水利用の調整

②雨水利用の促進

リスクへの柔軟な対応

大規模災害等危機事象 の対応

・施設の更なる長寿命化に向けた取り組み

・ゼロ水への対応

・気候変動リスクへの対応 セキュアリング セーフティー
リダンダンシ バストネス②雨水利用の促進

③再生水の利用促進

④渇水時における対応

（３）水量・水質の一体管理

（４）地下水の保全と活用

（ ）流域全体 保全

②水・エネルギー・物質循環での取り組み

人間社会の営みと環境
・流域における健全な水循環系の構築

・安全でおいしい水
リダンダンシー、ロバストネス
レジリエンシー・テナシティー、
エラスティシティー

（５）流域全体の保全

①流域の水循環の健全化

②水源地域の保全

東日本大震災・笹子トンネル事故後の社会情勢の変化 ③持続的水利用の取り組み

人間社会の営みと環境・
エネルギー・物質の果た
す水の機能のバランス
における許容力

流域 健 循環系 構築

・豊かな水循環・生態系の形成

・低炭素社会の構築

レジリエンシー・テナシ
ティ

東 本大震災 笹 事故後 社会情勢 変

・大規模災害等への対応

・インフラの脆弱性への対応

これまで経験したことのない渇水への対応

◎国民意識の変化(安全・安心,健全性,持続性への要請)
③持続的水利用の取り組み

需要側の渇水の耐力や
供給側の多様な水源等
による柔軟な対応

・節水型社会の構築と水利用の合理化

・雨水・再生水の利用

・地下水の保全と利用

ティー

ダ ダ ジ・これまで経験したことのない渇水への対応

・温暖化に伴う気候変動リスク、低炭素社会への対応

・安全な水

・水利用の持続性 ④水の恵みに感謝し、「災い」に柔軟
に対応できる社会間で文化の醸成

幅を持った社会システム
の基盤、柔軟性を持った
人づくり

・水源地域への感謝に根ざした振興

水循環の健全性

リダンダンシー、レジリエン
シー・テナシティー

◎エンドユーザーサイドの視点

◎世界の防災意識の高まり、新しい目標設定

◎教育と普及啓発の重要性

（２）国際貢献と海外展開の拡大

対応 きる社会間 文化 醸成 人づくり・水循環の健全性

セキュアリング セーフティー・
サステナビリティー
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